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我が国で令和 5年に生まれたこどもの人数は、前年から 4万

3,471人少ない 72万 7,288人となり、年間の出生数の 70万人

割れが現実になろうとしております。歯止めがかからず、むし

ろ、加速している少子化に対し、国は「我が国が直面する最大

の危機」との認識に立ち、令和 4年 6月に「こども基本法」を

制定し、令和 5年 4月には、こども政策に関する司令塔機能を

持つ「こども家庭庁」を設立いたしました。さらに同年 12月には、こどもが生きやすい

「こどもまんなか社会」を実現するため、個々に定められていた「少子化対策」や「子

供・若者育成支援」、「子供の貧困対策」などの各大綱を束ね、こども施策の基本的な方

針等を定めた「こども大綱」を閣議決定いたしました。 

 

このような状況の中、本市におきましては、令和 2年 3月に策定した「第 2期桐生市

子ども・子育て支援事業計画」に基づき、様々なこども・子育て支援施策を総合的かつ

計画的に推進してまいりましたが、令和 7年 3月末をもって計画期間が終了を迎えるこ

とから、このたび、令和 7年度から令和 11年度までの 5年間を計画期間とする「第 3期

桐生市子ども・子育て支援事業計画」を新たに策定いたしました。新たな計画におきま

しては、国の動きやこども大綱の主旨を踏まえるとともに、第 2期計画に引き続き、「こ

どもと親が輝くまち 桐生」を基本理念に掲げ、これまで以上に、こどもと子育て家庭

への包括的な支援に取り組み、家庭環境などにかかわらず、全てのこどもが健やかに成

長できるよう、そして、親がこどもの成長に喜びや生きがいを感じられるよう、こども・

子育て支援を推進してまいります。本計画の推進に向けまして、こども・子育て支援事

業に携わる皆さまには、より一層のご支援とご協力を賜りますようお願いを申し上げま

す。 

 

結びに、本計画の策定に当たりまして、ご多忙のなか、貴重なご意見をいただきまし

た桐生市子ども・子育て会議の委員の皆様、また、アンケート調査に回答を寄せてくだ

さいました保護者の皆様並びに関係者各位に心から感謝を申し上げます。 

 

令和 7年 3月 

 

桐生市長 荒木 恵司 
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第１章 計画の概要 

１．計画策定の背景・趣旨 

「こどもは社会の希望であり、未来をつくる存在であり、その健やかな育ちや子育て

を支えることは、社会全体で取り組むべき最重要課題である。」との認識の下、平成27

年度に子ども・子育て支援新制度が開始されて以来、市町村は、子ども・子育て支援法

に規定された子ども・子育て支援事業計画を策定し、教育・保育並びに地域子ども・子

育て支援事業の提供体制の確保などからなる子育て支援の体制整備を進めてきました。 

しかし、平成27年度に10万件余りであった全国の児童虐待の相談対応件数が年々増

加を続け、令和２年度以降は20万件を超えて推移するなど、子育てに困難を抱える世帯

がこれまで以上に顕在化しており、子育て世帯に対する支援を包括的に行うための体制

を更に強化することが必要となっています。それに対して国は、令和４年６月に児童福

祉法を改正し、新たに市町村における児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行う

「こども家庭センター」設置の努力義務化をはじめとする子育て家庭への支援の充実を

定めました。 

本市においても、子ども・子育て支援新制度の趣旨に則った「第２期桐生市子ども・

子育て支援事業計画」を令和２年に策定し、将来を担うこどもの健やかな成長を支える

ための総合的な子育て支援施策を推進してきていますが、その間も核家族化や少子高齢

化、地域における人と人のつながりの希薄化が進み、子育てをする保護者が、親族や身

近な人からの支援を得にくい状況に明確な好転の兆しは見えていません。さらに、就労

する既婚女性の割合は上昇し続けており、子育てを社会的に支援することの必要性と重

要性は、これまで以上に高まっています。 

第２期計画は令和６年度で終了となりますが、子育てに関する環境変化を正しく捉え

るとともに、国が示すこども・子育てに関する指針を踏まえ、本市のこどもたちの健や

かな成長のためのより良い環境が確保されるよう、「第３期桐生市子ども・子育て支援事

業計画」を策定します。 
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２．こどもに関する法律・制度などの動向 

第２期桐生市子ども・子育て支援事業計画が策定された令和２年３月以降、我が国で

は子育てに関して、以下に示す大きく様々な動きがありました。 
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３．計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第61条第1項に基づいて策定された「第２期桐生市

子ども・子育て支援事業計画」を引き継ぐ第３期計画で、第２期計画と同様に「次世代

育成支援対策推進法」第８条第1項に基づく「市町村行動計画」を一体化した計画です。 

また、本計画は、市の最上位計画「桐生市第六次総合計画（後期基本計画）」と福祉分

野の包括的計画「第４次桐生市地域福祉計画・地域福祉活動計画」の下、こどもや子育

て家庭に対する施策を取りまとめるとともに、関連する他の計画と整合・調和した計画

として策定されたものです。 
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●第９期桐生市高齢者保健福祉計画

●桐生市障害者計画・第７期桐生市障害福祉計画

・第３期障害児福祉計画

●第２期桐生市自殺対策計画

●元気織りなす桐生21（第３次）

（桐生市健康増進計画・桐生市食育推進計画

・桐生市歯科口腔保健推進計画）

●桐生市男女共同参画計画

（令和３年度～令和７年度版）

など
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４．計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。 

なお、計画の期間中においても、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

５．計画の対象 

令和４年に制定された「こども基本法」を受け、次代の社会を担う全てのこどもが、

将来にわたり幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、本計画の対象は、障

がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により、社会的な支援の必要性が高

いこどもやその家族を含む全てのこどもや子育て世帯を対象とします。 

なお、本計画における「こども」とは、心身の発達の過程にある者で、年齢は概ね０

歳から 18 歳までとします。 

 

６．計画策定の体制 

（１）桐生市子ども・子育て会議による審議 

この計画の策定に当たっては、「子ども・子育て支援法」第 72 条第１項の規定に基づ

いて設置された「桐生市子ども・子育て会議」において審議を行い、その結果を計画に

反映しました。 

なお、この会議は、子どもの保護者、事業主を代表する者、労働者を代表する者、子

ども・子育て支援事業に従事する者、子ども・子育て支援に関し学識経験のある者など

17 名の委員で組織しています。 

 

（２）子ども・子育て支援に関するアンケート調査（ニーズ調査）の実施 

子育て支援施策に対するニーズを把握するため、令和５年 12 月４日から令和６年１

月９日まで、市内在住の就学前のお子さんのいる世帯並びに小学校低学年のお子さんの

いる世帯からそれぞれ 1,400 世帯と 600 世帯を無作為に抽出して調査を行い、その

結果に基づき、計画の策定に取り組みました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

「桐生市市民意見提出手続に関する条例」に則り、計画案を市ホームページなどで公

開し、広く市民からの意見聴取を行い、計画最終案への反映を図りました。 
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第２章 こども・子育てをめぐる本市の状況 

１．統計からみた本市の現状 

（１）人口の動向 

①人口の推移 

令和６年の総人口は 102,328 人で、令和２年から 7,162 人減少しました。年齢

３区分別にみると、この間、0～14 歳の年少人口は 1,641 人、15～64 歳の生産年

齢人口は 4,688 人、65 歳以上の高齢者人口は 833 人、いずれも減少しています。 
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②人口構成 

年齢３区分の人口構成をみると、令和６年の 0～14 歳の年少人口は 8.5%となっ

ており、令和２年から 1.0 ポイント低下しています。 
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③児童数の推移 

14 歳以下の児童数の推移をみると、０歳、１～２歳、３～５歳、６～９歳、10～

14 歳のいずれの年代も、令和２年から令和６年にかけて減少しています。 
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8 765 640 696 637 647
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（２）出生の動向 

①出生数の推移 

平成 29 年以降、令和４年まで減少傾向が継続していましたが、令和５年の出生数

は 362 人で、前年から 15 人増加しました。 
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②合計特殊出生率の推移 

平成 29 年以降の合計特殊出生率は、本市、群馬県、全国のいずれも減少傾向にあ

りますが、なかでも本市は低く、令和５年は 1.02 と前年から 0.07 増加しましたが、

県や全国との差は依然として大きい状況が続いています。 
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（３）婚姻の状況 

平成 17 年以降の未婚率は、男女とも多くの年代で上昇傾向にありますが、平成 27

年から令和２年にかけての５年間の未婚率の差は、男性の 30～34 歳、女性の 20～

24 歳と 35～39 歳の年代を除く全ての年代で、その前の平成 22 年から 27 年にか

けての５年間の差を下回っており、未婚率の上昇度合いは緩やかになっています。 

 

【未婚率（男性）】 
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（４）女性の就業状況 

令和２年の女性全体の年代別就業率は平成27年とほぼ同様で、平成22年から27

年にかけてみられた、25 歳以上の全ての年代での就業率の大幅な上昇や「M 字カー

ブ」の緩和などは、平成 27 年から令和２年にかけてはみられませんでした。 

しかし、20 歳から 44 歳の年代の既婚女性について、平成 17 年から令和２年ま

での就業率の推移をみると、25～29 歳の年代を除き、依然として上昇傾向にあるこ

とがわかります。 

 

【就業率（女性全体）】 
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（５）ひとり親家庭の状況 

①母子世帯数・母子世帯人員の推移 

平成 17 年からの母子世帯数、母子世帯人員の推移をみると、世帯数、世帯人員と

も平成 22 年をピークにその後は減少しています。令和２年の世帯数は 561 世帯、

世帯人員は 1,446 人で、いずれもピーク値から３割以上減少しています。 
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平成 17 年からの父子世帯数、父子世帯人員の推移をみると、平成 27 年までは世

帯数、世帯人員とも減少していましたが、令和２年は 84 世帯、212 人で、いずれも

わずかですが、増加に転じています。 
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③児童扶養手当受給者数の推移 

児童扶養手当受給者数は令和２年以降減少傾向にあり、令和６年は 644 人で、令

和２年から 125 人減少しています。 
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（６）支援を要するこどもの状況 

①障害者手帳を持つ児童・生徒数の推移 

令和６年の障害者手帳を持つ 18 歳未満の児童・生徒数は 283 人で、うち療育手

帳の所持者が 213 人と全体の 75.3％を占めて最も多くなっています。 

令和２年以降、身体障害者手帳所持者数と療育手帳所持者数はほぼ一定ですが、精

神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和６年に 22 人と令和２年から 13 人増加して

います。 
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②児童虐待相談件数の推移 

令和４年度の児童虐待相談件数は 57 件で、令和元年度の 174 件の 1/3 となりま

したが、令和５年度は 76 件と増加しています。 
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（７）子育て環境の状況 

①教育・保育施設数の推移 

令和６年における保育・教育施設数は、（幼保連携型）認定こども園 22、保育園８、

幼稚園（幼稚園型認定こども園含む）７となっています。 

令和2年から認定こども園は増加傾向、保育園と幼稚園は減少傾向となっています。 
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②（幼保連携型）認定こども園在園者数の推移 

令和６年の認定こども園在園者の総数は 1,806 人で、５歳児が 436 人と最も多

く、次いで４歳児が 410 人となっています。 

総数は前年からは97人減少しましたが、令和２年からは149人増加しています。 
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③保育園在園者数の推移 

令和６年の保育園在園者の総数は 343 人で、５歳児が 86 人と最も多く、次いで

４歳児が 79 人となっています。 

総数は年々減少しており、令和２年から令和６年にかけて527人減少しています。 
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④幼稚園（幼稚園型認定こども園含）在園者数の推移 

令和６年の幼稚園在園者の総数は 127 人で、５歳児が 62 人と最も多く、次いで

４歳児が 39 人、３歳児が 26 人となっています。 

総数は年々減少しており、令和２年から令和６年にかけて127人減少しています。 
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２．アンケート調査（ニーズ調査）の結果からわかる現状 

（１）調査概要 

①調査の目的 

第３期桐生市子ども・子育て支援事業計画の策定に向け、保育所・幼稚園・認定こ

ども園などの教育・保育施設や、地域子育て支援拠点（子育て支援センター）・放課後

児童健全育成事業（放課後児童クラブ）などの地域子ども・子育て支援事業を計画的

に整備するために、市民の施設や事業の利用状況や今後の利用希望を把握することを

目的として行いました。 

 

②調査期間及び調査方法 

 ệ 12 Ệ ṕ ṖṌ Ỉ ể ị ṕ Ṗ 

 ṕ Ṗ 

 

③調査対象者 

  

 
ṕỂ Ṍệ Ṗ

 

 
ṕể Ṍễ Ṗ

 

 

④配布数及び回収数 

    

 1,400  718  51.3Ṿ 

 600  280  46.7Ṿ 

  2,000 998  49.9Ṿ 
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（２）調査結果の概要 

①子育てを主に行っている人について 

 【就学前児童調査・小学生児童調査】（単数回答） 

子育てを主に行っている人は、就学前児童調査、小学生児童調査のいずれも、「父母

ともに」が６割を超えて最も多く、次いで「主に母親」となっています。就学前児童

調査の結果を平成 30 年の前回調査と比較すると、「父母ともに」が 10.3 ポイント増

加する一方、「主に母親」は 10.5 ポイント減少しており、子育てへの父親の参画が進

んでいることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②保護者の就労状況について 

 【就学前児童調査・小学生児童調査】（単数回答） 

就学前児童の母親の就労状況は、現在、産休・育休・介護休業中である人を含む「フ

ルタイムで就労」が 46.0％と最も多く、次いで産休・育休・介護休業中である人を含

む「パート・アルバイト等で就労」が 40.2％で、合わせると 86.2％と平成 30 年を

9.7 ポイント上回り、就労している母親が大幅に増えていることがわかります。 

小学生の母親については、現在、産休・育休・介護休業中である人を含む「フルタ

イムで就労」が 44.1％、産休・育休・介護休業中である人を含む「パート・アルバイ

ト等で就労」が 45.7％で、合わせると 89.8％と就学前児童の母親よりも更に多くな

っています。 
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母親 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前児童の父親については、「フルタイムで就労」が前回 93.9％であったのに対

し、今回は 95.7％と更に増加するとともに、前回 0.2％の「フルタイムで就労してい

るが、現在、産休・育休・介護休業中である」が、今回調査では 2.0％となったこと
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③教育・保育事業の利用状況と利用意向について 

 【就学前児童調査】（複数回答） 

現在の教育・保育の事業の利用状況は「認定こども園」が 73.9％と最も多く、次い

で「認可保育所」が 17.2％、「幼稚園」が 6.8％となっています。前回調査と比較す

ると、上位３事業は変わりませんが、「認定こども園」が前回よりも 26.4 ポイントも

の大幅な増加となったのに対し、「認可保育所」は 21.7 ポイント、「幼稚園」は 4.6

ポイント、それぞれ減少しています。 
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今後の利用意向についても、「認定こども園」が 75.9％と最も多く、次いで「認可

保育所」が 24.9％、「幼稚園」が 15.5％となっていますが、利用状況と同様、「認定

こども園」は前回から大幅に増加し、「認可保育所」と「幼稚園」は減少しています。 

現在の利用状況と今後の利用意向を比較すると、「認定こども園」は、ほぼ同率であ

るのに対し、「認可保育所」、「幼稚園」、「幼稚園の預かり保育」は、今後の利用意向が

現在の利用状況を上回っています。 
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④休日の保育事業利用意向について 

 【就学前児童調査】（単数回答） 

土曜日における保育事業の利用意向については、「ほぼ毎週利用したい」が 9.1％、

「月に１～２回利用したい」が 23.3％、「利用する必要はない」が 65.9％となって

おり、前回調査と比較すると、「月に１～２回利用したい」が 2.9 ポイント減少し、

「利用する必要はない」が 3.3 ポイント増加しています。 
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日曜日における保育事業の利用意向については、「ほぼ毎週利用したい」が 2.1％、

「月に１～２回利用したい」が 16.6％、「利用する必要はない」が 78.3％となって

おり、前回調査とほぼ同様の結果となっています。 
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⑤育児休業の取得状況について 

【就学前児童調査】（単数回答）※「働いていなかった」人を除き集計 

就学前児童の母親について、育児休業を「取得した（取得中である）」は 82.4％、

「取得していない」は 15.9％で、前回調査よりもそれぞれ 7.6 ポイント増加、6.7 ポ

イント減少となっており、育児休業の取得が進んでいます。 
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⑥育児休業を利用していない理由について 

 【就学前児童調査】（複数回答） 

母親が育児休業を取得していない理由については、「子育てや家事に専念するため退

職した」が 31.0％と最も多くなっていますが、前回調査よりも 7.2 ポイント低下し

ており、出産・育児を機に退職する母親は減ってきています。また、「職場に育児休業

を取りにくい雰囲気があった」や「職場に育児休業の制度がなかった」なども大幅に

低下しており、制度の整備や制度の利用に向けた改善が進んでいることが伺えます。 
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28.5%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ỉ Ị Ṗ

5 ṕN=84 Ṗ

30 ṕN=144 Ṗ
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父親が育児休業を取得していない理由については、「仕事が忙しかった」が 47.1％

と最も多く、次いで「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 37.9％、「配

偶者が育児休業制度を利用した」が 37.2％となっています。 

前回調査と比較すると、「仕事が忙しかった」は 13.2 ポイント、「職場に育児休業

を取りにくい雰囲気があった」は 9.8 ポイント多くなっており、父親については育児

休業取得に当たっての職場環境は、前回調査時よりも後退していることが伺えます。 

 

父親 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.9%

47.1%

0.7%

3.5%

4.9%

35.4%

1.9%

37.2%

18.2%

0.0%

12.7%

1.0%

4.2%

0.2%

12.6%

0.5%

28.1%

33.9%

0.3%

3.0%

6.0%

29.6%

2.8%

33.6%

27.3%

0.7%

14.1%

0.2%

2.5%

0.2%

8.6%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ỉ Ị Ṗ

5 ṕN=573 Ṗ

30 ṕN=879 Ṗ
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⑦小学校の放課後の過ごし方の希望について 

 【小学生児童調査】（複数回答） 

小学生の保護者が希望する放課後の過ごし方について、小学校低学年（１～３年生）

では、「放課後児童クラブ」が 58.6％と最も多く、次いで「自宅」が 46.8％、「習い

事」が 35.0％となっています。 

高学年（４～６年生）では、「自宅」が 64.3％と最も多く、次いで「放課後児童ク

ラブ」が 41.1％、「習い事」が 40.0％となっており、「放課後児童クラブ」の希望は

高学年では低学年よりも 17.5 ポイント少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.8%

23.2%

35.0%

1.4%

9.3%

58.6%

1.1%

8.9%

0.7%

64.3%

25.0%

40.0%

1.1%

8.2%

41.1%

0.0%

10.4%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
ṕểṌễ Ṗ

ṕỆṌỈ Ṗ
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３．第２期桐生市子ども・子育て支援事業計画の実績評価 

第２期桐生市子ども・子育て支援事業計画に位置づけられた全ての施策の評価を、基

本目標１については令和２年度から令和５年度の実績、基本目標２から９については令

和５年度の実績に基づき、以下の基準で評価しました。 

 

     

A ṕ Ỉ Ṗ  

B ṕ Ỉ Ṗ  

C  

D  

 

 

基本目標１ 乳幼児期の教育・保育・地域における子育て支援 

施策目標１（教育・保育施設の充実）については、令和２年度から５年度まで、実績

評価は全て「A」となっています。 

施策目標２（地域子ども・子育て支援事業の推進）についても、全ての事業で、令和

２年度から５年度まで、実績評価は「A」となっています。 

 

施策目標１ 教育・保育施設の充実 

（１）幼稚園・認定こども園（１号及び２号認定、３～５歳児）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 

 

ể   550 517 492 476 460 

Ễ   0 0 0 0 0 

  550 517 492 476 460 

 

 

  877 826 860 750 725 

  0 0 0 0 0 

  877 826 860 750 725 

 
ể +Ễ   471 453 437 408 Ṩ 

  871 826 845 750 Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（２）保育所・認定こども園（２号認定、３～５歳児）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 

 
Ễ   1,470 1,460 1,388 1,344 1,290 

 

 
  1,574 1,481 1,443 1.401 1,333 

 
Ễ   1,507 1,475 1,417 1,395 Ṩ 

  1,552 1,481 1,433 1,401 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（３）保育所・認定こども園（３号認定、０～２歳児）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 

 

3  

ṕ0 Ṗ 
 

1,084 

ṕ268Ṗ 

1,049 

ṕ259Ṗ 

1,016 

ṕ252Ṗ 

984 

ṕ244Ṗ 

956 

ṕ237Ṗ 

 

 

 

ṕ0 Ṗ 
 

1,149 

ṕ277Ṗ 

1,113 

ṕ260Ṗ 

1,052 

ṕ255Ṗ 

1,049 

ṕ246Ṗ 

1,032 

ṕ244Ṗ 

 

3  

ṕ0 Ṗ 
 

1,108 

ṕ272Ṗ 

1,024 

ṕ265Ṗ 

992 

ṕ282Ṗ 

953 

ṕ261Ṗ 

Ṩ 

Ṩ 

 

ṕ0 Ṗ 
 

1,149 

ṕ258Ṗ 

1,113 

ṕ260Ṗ 

1,052 

ṕ255Ṗ 

1,049 

ṕ246Ṗ 

Ṩ 

Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

施策目標２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１）利用者支援事業（０～５歳、小学生）【提供区域：市全域】 

■基本型 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

  1 1 1 1 1 

  1 1 1 1 1 

  1 1 1 1 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

■母子保健型 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

  1 1 1 1 1 

  1 1 1 1 1 

  1 1 1 1 Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業）（０～２歳）【提供区域：

市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  47,616 46,092 44,617 43,278 42,023 

ṕ Ṗ 

 

 47,616 46,092 44,617 43,278 42,023 

 11 11 11 11 11 

ṕ Ṗ 

 

 25,614 27,239 27,801 27,270 Ṩ 

 11 11 11 11 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（３）妊婦健康診査事業【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 
 522 505 490 475 461 

 5,799 5,611 5,444 5,277 5,122 

 

Ḳ  

 

Ḳ  

Ḳ  

 
 482 417 406 347 Ṩ 

 5,125 4,934 4,351 4,013 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（０歳）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

  488 472 458 444 431 

 

Ḳ  

 

Ḳ  

  384 402 330 333 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（５）-１ 養育支援訪問事業（妊娠期～５歳）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

  372 354 339 329 319 

  
Ḳ  

Ḳ  

  325 254 214 116 Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（５）-２ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に

資する事業）【提供区域：市全域】 

 
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 

 

 A A A A Ṩ 

 

（６）子育て短期支援事業（０～18 歳）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  18 22 26 26 26 

 

ṕ

Ṗ 

  10 12 14 14 14 

  8 10 12 12 12 

  18 22 26 26 26 

 

  8 0 5 38 Ṩ 

  0 0 0 2 Ṩ 

  5 5 5 5  Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）（０～５歳、小

学生）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  1,564 1,489 1,469 1,374 1,288 

 

ṕ

Ṗ 

0Ṍ5   470 447 441 412 385 

  1,084 1,032 1,018 952 893 

 
 10 10 10 10 10 

  1,564 1,489 1,469 1,374 1,288 

 

ṕ

Ṗ 

0Ṍ5   627 548 290 100 Ṩ 

  821 718 878 941 Ṩ 

 
 0 0 0 0 Ṩ 

  1,448 1,266 1,168 1,041  Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（８）一時預かり事業（０～５歳）【提供区域：市全域】 

■幼稚園・認定こども園（教育部分）における在園児を対象とした一時預かり（預かり

保育） 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

 

ṕ

Ṗ 

ể   43,933 41,010 39,041 37,802 36,629 

Ễ   0 0 0 0 0 

   43,933 41,010 39,041 37,802 36,629 

ṕ Ṗ  43,933 41,010 39,041 37,802 36,629 

ṕ Ṗ  31,510 26,859 30,393 30,634 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

■一時預かり事業（在園児対象型を除く、保育所・認定こども園（保育部分）等）、 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業（０～５歳））、 

子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  3,480 3,316 3,195 3,080 2,972 

 

ṕ

Ṗ 

 

ṕ

ṕ Ṗ Ṗ 

 3,002 2,859 2,742 2,656 2,575 

ṕ0Ṍ5 Ṗ 
 470 447 441 412 385 

 

ṕ Ṗ 
 8 10 12 12 12 

  3,480 3,316 3,195 3,080 2,972 

 

ṕ

Ṗ 

 

ṕ

ṕ Ṗ Ṗ 

 2,257 1,125 1,382 1,283 Ṩ 

ṕ0Ṍ5 Ṗ 
 627 548 290 100 Ṩ 

 

ṕ Ṗ 
 0 0 0 2 Ṩ 

  2,884 1,673 1,672 1,385 Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（９）延長保育事業（０～５歳）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  1,060 1,009 966 938 908 

ṕ Ṗ 

 

 1,060 1,009 966 938 908 

 33 32 32 32 32 

ṕ Ṗ 

 

 866 884 837 934 Ṩ 

 33 32 32 32 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（10）病児・病後児保育事業（０～５歳、小学生）【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  3,335 3,793 3,663 3,569 3,479 

 

ṕ

Ṗ 

  3,325 3,783 3,653 3,559 3,469 

   1 1 1 1 1 

   1 1 1 1 1 

   11 13 13 13 13 

 

ṕ

Ṗṕ

Ṗ 

 10 10 10 10 10 

  3,335 3,793 3,663 3,569 3,479 

 

ṕ

Ṗ 

  2,278 2,997 2,939 3,629 Ṩ 

   1 1 1 1 Ṩ 

   1 1 1 1 Ṩ 

   11 11 12 12 Ṩ 

 

ṕ

Ṗṕ

Ṗ 

 0 0 0 0 Ṩ 

  2,278 2,997 2,939 3,629 Ṩ 

 A A A A Ṩ 
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（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）及び放課後子供教室の整備 

（小学生）【提供区域：小学校区域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

ṕ Ṗ  1,309 1,277 1,231 1,180 1,133 

 ể   329 323 307 285 279 

Ễ   298 325 303 283 269 

ễ   275 236 256 245 232 

Ệ   192 200 170 189 176 

ệ   125 110 119 100 108 

Ỉ   90 83 76 78 69 

ṕ Ṗ 

ṕ Ṗ 
 1,907 1,946 1,946 1,946 1,946 

 

ṕ Ṗ 

ṕ17 Ṗ 

 8 11 14 17 17 

 

ṕ Ṗ 
 1,012 1,150 1,139 1,216 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

ṕ Ṗ 
 8 11 14 17  Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業【提供区域：市全域】 

  
 

2  

 

3  

 

4  

 

5  

 

Ỉ  

  6 6 5 5 5 

  

  8 9 6 3 Ṩ 

 A A A A Ṩ 

 

 

  



 

32 

基本目標２ 地域における子育て支援・保育サービス等の充実 

全体では、A 評価が 98％となっています。 

D 評価は、施策目標３の「子育て支援に関する情報を広報きりゅうに掲載」です。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  22 100 0 0 0 

Ễ  11 100 0 0 0 

ễ  11 91 0 0 9 

Ệ  18 100 0 0 0 

 62 98 0 0 2 

 

基本目標３ 母性と乳幼児の健康の確保と増進 

全体では、A 評価が 94％となっています。 

B 評価は、施策目標２の「食に関する講座の開催」です。 

D 評価は、施策目標１の「ひよこクラス」、「１歳児かみかみ教室」、「親と子のよい歯

のコンクール地区審査会」です。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  37 92 0 0 8 

Ễ  21 95 5 0 0 

ễ  3 100 0 0 0 

Ệ  1 100 0 0 0 

 62 94 2 0 5 
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基本目標４ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

全体では A 評価が 90％となっています。 

B 評価は、施策目標２の「基礎・基本の定着とそれを基にした『生きる力』の育成」、

「外国語教育指導の推進」、「中学生海外派遣事業」です。 

C 評価は、施策目標２の「桐生市立商業高等学校海外助成事業」です。 

D 評価は、施策目標３の「水生生物調査の実施」です。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  4 100 0 0 0 

Ễ  32 88 9 3 0 

ễ  12 92 0 0 8 

Ệ  3 100 0 0 0 

 51 90 6 2 2 
 

 

基本目標５ 子育てを支援する生活環境の整備 

全体では A 評価が 73％となっています。 

B 評価は、施策目標２の「ゆったりした歩道の整備」、「電線類の地中化整備の推進」、

施策目標３の「おりひめバスにおけるノンステップバスの運行」です。 

C 評価は、施策目標２の「歩道の新設促進」、「休憩・見る・サイクリングなどを楽し

む歩道の整備」、「街路樹、植樹帯などの適切な配置促進」です。 

D 評価は、施策目標１の「水沼定住促進住宅事業」、施策目標３の「託児コーナー」で

す。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  5 80 0 0 20 

Ễ  9 44 22 33 0 

ễ  12 83 8 0 8 

Ệ  4 100 0 0 0 

 30 73 10 10 7 
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基本目標６ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

A 評価が 100％となっています。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  4 100 0 0 0 

Ễ  7 100 0 0 0 

 11 100 0 0 0 

 

基本目標７ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進 

A 評価が 80％となっています。 

B 評価２件と D 評価１件はいずれも「婚活に対する支援」です。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  15 80 13 0 7 

 15 80 13 0 7 

 

基本目標８ 子どもの安全の確保 

A 評価が 100％となっています。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  5 100 0 0 0 

Ễ  3 100 0 0 0 

ễ  1 100 0 0 0 

 9 100 0 0 0 

 

基本目標９ 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 

全体では A 評価が 99％となっています。 

D 評価は、施策目標３の「障害児の地域支援活動の推進」です。 

 
 

 

ṕṾṖ 

A B C D 

ể  14 100 0 0 0 

Ễ  11 100 0 0 0 

ễ  27 96 0 0 4 

Ệ  19 100 0 0 0 

 71 99 0 0 1 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１．計画の基本理念 

本市では、令和２年３月に「桐生市第六次総合計画（基本構想・前期基本計画）」を策

定し、市の将来都市像「感性育み 未来織りなす 粋なまち桐生」の実現に向け、まち

づくりを総合的に進めています。前期基本計画に引き続き、令和６年３月に策定した後

期基本計画では、福祉・健康分野の重点施策に「妊産婦・子育て世帯・子どもへの包括

的な支援と相談支援の充実」、「支援を必要とする子どもや家庭に対する支援の充実」、

「子育て支援サービスの充実」を位置づけ、更なる支援の充実を図っています。 

このような中、本計画の前身となる「第２期桐生市子ども・子育て支援事業計画」で

は、個性豊かにのびのびと健やかに成長するこどもと、その姿に喜びや生きがいを感じ

る親とが、ともに輝き続けることができるまちを目指して、「子どもと親が輝くまち 桐

生」を基本理念に掲げ、様々な施策を推進してきました。 

しかしながら、少子化の流れは依然として止まず、年々減少していた児童虐待相談件

数は増えているなど、こどもの成育環境をめぐる課題も深刻化しています。 

第３期計画では、これまで以上に、こどもと子育て家庭への包括的な支援に取り組み、

家庭環境などにかかわらず、全てのこどもが健やかに成長できるよう、そして、親がこ

どもの成長に喜びや生きがいを感じられるよう、第２期計画の基本理念を継承し、総合

的なこども・子育て支援を推進します。 

 

 

こどもと親が輝くまち 桐生 
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２．計画の基本的視点 

本計画では、基本理念の下、令和５年４月に施行された「こども基本法」第９条に基

づいて令和５年 12 月に定められた「こども大綱」で示された基本的方針を踏まえ、次

の５つを計画の基本的視点とします。 

 

1 

ǆǜǵǛ ǡ ȅ ǽ ǐǡ ǡ ♬ȅ Ǿ  

こども・若者は、未来を担うとともに、今を生きている存在であり、保護者や社会の支え

を受けながら、自立した個人として自己を確立していく主体です。従って、こども・若者

を多様な人格を持った個として尊重し、その権利を保障し、こども・若者の今とこれから

にとっての最善の利益を図ります。 

 

2 

ǆǜǵǛ ǡɒȍȾȢȯºȡȅ ǋǙ ǿ ǝǂ ⱱǌǾ  

こどもは、乳幼児期から学童期、思春期、青年期までのそれぞれの段階で様々な学びや体

験を通じて成長し、若者として社会生活を送るようになります。その成長の過程は、その

時に置かれた環境にも大きく依存することから、ライフステージを通じて切れ目のない

支援を行います。 

 

３ 

ǝ ╔ ȅ Ǌ  Ǜ ǡ ȅ Ǿ  

貧困と格差はこどもやその家族の幸せな状態を損ね、人生を自ら選択できる可能性を制

約します。全てのこども・若者が幸せのなかで成長できるように、貧困・格差を解消し、

良好な成育環境を整えます。 

 

４ 

ǆǜǵȅ Ǘ ǡǹǛǽƵǾ ╔Ǚȅ ƻǾ  

子育て当事者が経済的な不安感や孤立感を抱いたり、過度な使命感や負担感を抱いたり、

人生の幅を狭めることなく、健康で自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合うこと

ができるように、社会全体で子育てをサポートします。 

 

５ 

ƈŹżƨǛǗǝƿǽ ǐǡȝºɔǡ ȅ Ǿ  

2015 年に国連で採択された、

2030 年までに持続可能でよ

りよい世界を目指す 17 の国際

目標であるＳＤＧｓには、右に

示すように、こども・子育てと

関係の深い目標があります。 

本計画でも、第２期計画と同様、

ＳＤＧｓの視点に立ち、誰一人

取り残すことのない子育て支援

施策を推進します。 
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３．計画の基本目標 

本計画の基本理念及び基本的視点を踏まえ、計画の基本目標を「ライフステージを通

した支援」、「ライフステージ別の支援」、「子育て当事者への支援」に大別し、それぞれ

次のとおり設定しました。 

 

●ライフステージを通した支援 

こどもや若者に対する支援が特定の年齢で途切れることなく、自分らしく社会生活を送るこ

とができるようになるまで、継続して支援を行います。 

 

Ŧ ǆǜǵ¤ ǡ  

全てのこどもや若者が個性と人格を尊重され、その権利が守られるよう、市ホームページを

はじめ様々な媒体で人権に関する意識啓発を図るとともに、教育・学習の機会の充実を図り

ます。 

 

ŧ Ǜǆǜǵǡ ǡ Ǜ  

母性と乳幼児の健康の確保及び増進を図るため、保健・医療・福祉・教育等の分野間の連携

と、地域における母子保健施策等の充実を図ります。 

 

Ũ ǆǜǵ¤ ǡ↨ ǡ  

こども・若者が交通事故や犯罪などの被害者となることを防ぐ環境の整備に努めるととも

に、自殺予防のための取組を推進します。 

 

ũ ǝ ǞƵǾǆǜǵǝǜǫǡǀǴ ƾǝ ⱱ 

貧困状態にあるこどもや虐待を受けたこどもへの支援、障がいのあるこどもなどへの支援

の充実を図ります。 

 

Ū ╔Ǚȅ ⱱǌǾ ǡ  

こどもとその保護者が、安心して暮らすことのできる地域の環境と住環境の整備を進めま

す。 
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●ライフステージ別の支援 

結婚から思春期まで、それぞれの人生のステージや発達段階に特有の課題に向き合い、適切

な支援を行います。 

 

ū ¤ ¤ ¤╔ ǡ ǿ ǡǝƷ ⱱ 

妊娠し、こどもを持つことを望む人の希望が実現し、育児を始めるまでの期間、切れ目のな

い支援を提供します。 

 

Ŭ ǡ ⱱ 

全ての子育て家庭を支援するため、地域における様々な子育て支援サービス、保育サービス

の充実を図り、こどもの健全育成に努めます。 

 

ŭ ¤ ǡ ⱱ 

こどもにとって、身体も心も大きく成長する学童期、性的な成熟が始まり、他者や社会との

関わりの中で自身の価値を模索し、アイデンティティを形成する思春期。それぞれの時期に

求められる教育や保健対策を推進し、次代の親への成長を促します。 

 

 

●子育て当事者への支援 

こどもの成長を喜び、楽しみを感じながら子育てができるよう、子育ての当事者の家庭生活

の充実と、ひとり親家庭の自立に資する支援を行います。 

 

Ů Ǜּק Ǜǡ ǡ  

仕事と家庭生活・子育てが無理なく両立できるよう、子育て当事者や企業などの関係者への

働きかけを行うとともに、家庭内での男女共同参画の促進に努めます。 

 

Ŧť ǥǛǽ קּ ǫǡ ⱱ 

経済的な苦境に陥りがちな、ひとり親家庭が自立できるよう、自立相談や教育訓練給付、医

療費の助成など、様々な支援を行います。 
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４．計画の体系 
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こどもと親が輝くまち 桐生
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ǡ
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╔
Ǚ

ǫ
ǡ

ⱱ

１ 人権を尊重する意識の醸成

１ こどもや母親の健康の確保と小児医療の充実
２ 食育の推進

１ こどもを交通事故から守るための活動の推進
２ こどもを取り巻く有害環境対策の推進
３ こどもを犯罪などの被害から守るための活動の
推進

４ こども・若者の自殺対策

１ 虐待の予防及び虐待を受けたこどもへの支援の
充実

２ 障がい児施策の充実
３ こどもの貧困に対する支援

１ 良質な住宅と良好な居住環境の確保
２ 安心して外出できる環境の整備
３ 安全・安心なまちづくりの推進

１ 切れ目のない支援

１ 地域における子育て支援サービスの充実
２ 保育サービスの充実
３ 子育て支援のネットワークづくり
４ こどもの健全育成

１ こどもの生きる力の育成に向けた学校等の教育
環境などの整備

２ 思春期保健対策の充実
３ 家庭や地域の教育力の向上
４ 次代の親の育成

１ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し
２ 仕事と子育ての両立のための基盤整備

１ ひとり親家庭の自立支援の推進
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第４章 計画の推進方策 
 

ṇ ︡  

基本目標１ こども・若者の権利擁護 

１ 人権を尊重する意識の醸成 

自立した個人へと発達する過程にあるこども・若者が、多様な人格を持つ個人として

尊重され、その権利が保障されるよう、「桐生市男女共同参画計画（令和３年度～令和７

年度）」、「第２期桐生市自殺対策計画」に基づき、人権に関する周知活動を推進するとと

もに、講座などの学習機会の充実を図ります。 
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基本目標２ 母親とこどもの健康の確保と増進 

１ こどもや母親の健康の確保と小児医療の充実 

妊娠・出産から新生児期及び乳幼児期を通して母子の健康が確保されるよう、各種の

健診や保健指導、新生児・乳児訪問指導、育児不安の解消を図るための相談指導などの

充実を図ります。 
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２ 食育の推進 

乳幼児期からの正しい食習慣の定着及び食を通じ豊かな人間性を形成するため、乳幼

児期から思春期まで、発達段階に応じた食に関する学習機会や情報の提供を行います。 
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基本目標３ こども・若者の安全の確保 

１ こどもを交通事故から守るための活動の推進 

こどもを交通事故から守るため、信号機や道路標識、外灯、ガードレールなどの交通

安全施設を整備するとともに、交通危険箇所での事故抑止対策を推進します。 

また、未就学児や児童に向けた交通安全教室の開催、小学校児童の登校時には、交通

指導員による見守りを行います。 

 

    

1 
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4 
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6 
  

 

 

7 
  

 

 

２ こどもを取り巻く有害環境対策の推進 

こども・青少年が健やかに成長できるよう、実社会における有害環境について把握す

るとともに、不良行為の早期の発見と対処に努めます。 

 

    

1 
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３ こどもを犯罪などの被害から守るための活動の推進 

こどもを犯罪などの被害から守るため、犯罪などに関する的確な情報を提供するとと

もに、不審者情報に基づくパトロール活動を推進します。 

また、パソコンやスマートフォンの普及に伴い、インターネット空間でのトラブルや

犯罪が顕在化・深刻化していることを踏まえ、安全にインターネットを利用するための

研修や啓発活動を強化し、被害の未然防止に努めます。 
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４ こども・若者の自殺対策 

こどもの自殺を誘引する危険性の高い「いじめ」の防止対策を推進し、いじめの早期

発見と即時の対応に努めるとともに、こどもの悩みを受け止める相談事業を行います。 
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基本目標４ 困難な状況にあるこどもなどへのきめ細かな支援 

１ 虐待の予防及び虐待を受けたこどもへの支援の充実 

こどもの心や身体に深刻な影響を与える虐待について、その発生を予防し、また、起

きた場合の早期の発見と対応を図るため、児童相談所や要保護児童対策地域協議会など

の関係機関との連携を強化し、相談対応から保護、アフターケアに至るまで、切れ目の

ない総合的な支援を行います。 
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２ 障がい児施策の充実 

障がいの原因となる疾病や事故の予防、障がいの早期の発見と治療を図るために、妊

婦及び乳幼児に対する健康診査を推進します。 

また、障がいのあるこどもが、持てる能力を最大限に生かし身近な地域で安心して生

活できるよう、一人ひとりの年齢や障がいの種類、希望に応じた専門的な支援の充実を

図ります。 
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３ こどもの貧困に対する支援 

家庭の貧困によってこどもの将来が閉ざされることのないよう、こどもの貧困対策を

教育、生活、経済の各面から総合的に推進します。 
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基本目標５ 子育てを支援する生活環境の整備 

１ 良質な住宅と良好な居住環境の確保 

子育て世帯が、地域において安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、フ

ァミリー向けの良質な賃貸住宅の供給を支援するとともに、市内で住宅の建築や購入、

リフォームなどを行う場合には、補助金を支給し、子育て世帯の負担軽減と市外からの

転入・定住の促進を図ります。 
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２ 安心して外出できる環境の整備 

妊産婦やベビーカーの利用者などが安心して外出できるよう、歩道の整備や電線の地

中化などに継続的に取り組み、バリアフリーのまちづくりを推進します。また、子育て

世帯が安心して外出できるよう、赤ちゃんの駅や公衆トイレ、都市公園などの整備に努

めます。 
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３ 安全・安心なまちづくりの推進 

地域での生活を安心して送ることができるよう、桐生市安全なまちづくり推進条例の

下、「桐生市安全なまちづくり推進計画」に基づく施策を推進します。 
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ṇ  

基本目標６ 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援 

１ 切れ目のない支援 

結婚・妊娠・出産・育児という一連のライフイベントに対する支援を切れ目なく提供

し、当事者が抱える不安や負担の軽減を図ります。 
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基本目標７ 乳幼児期の支援 

１ 地域における子育て支援サービスの充実 

地域との関わりの中で、次代を担うこどもたちが健やかに成長することができるよう、

総合的な子育て支援サービスの充実を図ります。 
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２ 保育サービスの充実 

こどもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び意向を十分に踏まえ、

広く子育て世帯が利用しやすい保育サービスの提供を行います。 
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３ 子育て支援のネットワークづくり 

子育て世帯に対して、きめ細かな子育て支援サービスや保育サービスを効果的・効率

的に提供するとともに、関係諸団体との子育て支援のネットワークづくりを進め、こど

もの発達などに悩む保護者の不安の軽減に努めます。 
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４ こどもの健全育成 

全ての児童を対象に、放課後や週末などに、地域の方々の協力を得て、地域で児童が

自主的に参加し、自由に遊べ、学習や様々な体験活動、地域住民との交流活動等を行う

ことができる安全・安心な居場所づくりを推進します。 

また、こどもの健全育成を図る上で、学校やこども会などの社会資源を活用した取組

を進めるとともに、非行や虐待、いじめなどの問題を抱える家庭等に対して、児童相談

所、学校、警察、地域ボランティアなどの関係機関や団体による支援ネットワーク機能

を強化し、地域ぐるみの協力体制の充実を図ります。 
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基本目標８ 学童期・思春期の支援 

１ こどもの生きる力の育成に向けた学校等の教育環境などの整備 

次代の担い手であるこどもたちが、主体的に生きていくことができる「力」を備える

ことができるよう、学校等の教育環境について、設備や施設などのハード面、人材やプ

ログラムなどのソフト面、両面での充実を図り、豊かな心と健やかな身体の育成に努め

ます。 
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２ 思春期保健対策の充実 

若い世代を中心に広がる性感染症や性情報への対処など、性に関する健全な意識の醸

成と知識の普及に努めます。 

また、健康な成長を妨げる喫煙や飲酒、薬物の乱用などを防止するための啓発や教育

を推進します。 
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2 
  

 

 

３ 家庭や地域の教育力の向上 

家庭と地域社会がそれぞれの役割を担いつつ、連携・協働してこどもたちを育てる観

点に立ち、家庭と地域の教育力を総合的に高めるための支援を行います。 
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４ 次代の親の育成 

これから成長し、次の親世代となるこども・若者に対して、男女が協力して家庭を築

くことやこどもを生み育てることの意義に関する教育・広報・啓発を行うとともに、実

際の育児体験や職場体験の機会を設けます。 
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基本目標９ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

１ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

安定した日常生活の基礎となる、仕事と生活のバランスがとれた状態を実現するため

に、企業・事業所へ「働き方の見直し」につながる意識改革の啓発や情報の発信を行い

ます。 
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２ 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

男性も女性も安心して仕事と子育てを両立できるよう、保育サービスや放課後児童ク

ラブなどの充実を図ります。 

また、従来女性に偏りがちな子育てを、男性も自然に担う環境が広がるよう、意識づ

くりを推進します。 
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基本目標 10 ひとり親家庭への支援 

１ ひとり親家庭の自立支援の推進 

貧困状態に陥る割合が高いひとり親家庭で暮らすこどもが健全に育つよう、経済的な

支援や自立のための相談・訓練などに関するきめ細かな取組を実施します。 
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第５章 子ども・子育て支援事業における量の見込み

と確保方策 

１．教育・保育提供区域 

（１）教育・保育認定 

子ども・子育て支援法、その他関係法令に基づき、保育所や幼稚園、認定こども園

などの特定教育・保育施設や地域型保育事業を利用するには、年齢及び保育の必要性

の有無に応じた認定を受けることが必要です。認定には１号から３号までの区分があ

り、区分に応じて利用施設などが決められています。 

１号認定は３歳以上で幼稚園や認定こども園（教育部分）の利用者、２号と３号の

認定は、保護者が就労しているなどの理由で保育を必要とする、保育所や認定こども

園（保育部分）、地域型保育事業の利用者で、３歳以上と３歳未満で更に区分されます。 

 

年齢の区分 
保育の 

必要性 
認定の区分 

支給認定により利用できる 

施設・事業 

 なし １号認定 幼稚園・認定こども園 

３歳以上児 
あり ２号認定 

保育標準時間 
保育所・認定こども園 

 保育短時間 

 なし 認定対象外 ― 

３歳未満児 

あり ３号認定 

保育標準時間 
保育所・認定こども園・ 

地域型保育事業 

 小規模保育 

 家庭的保育 

 居宅訪問型保育 

 事業所内保育 
 保育短時間 
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（２）教育・保育提供区域 

教育・保育提供区域は、市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条

件、教育・保育施設の整備状況などを総合的に勘案して定める区域です。本計画にお

ける区域は、第２期計画で定めた区域を踏襲し、以下のとおりとします。 

 

①教育・保育施設 

施設及び事業者 区域 

教育・保育施設 幼稚園・保育所・認定こども園 市全域 

地域型保育事業 家庭的保育・小規模保育・事業所内保育・居宅訪問型保育 市全域 

 

②地域子ども・子育て支援事業 

施設及び事業者 区域 

①  利用者支援事業 市全域 

②  地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業） 市全域 

③  妊婦健康診査事業 市全域 

④  乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 市全域 

⑤ -1 養育支援訪問事業 市全域 

⑤ -2 
子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

（その他要保護児童等の支援に資する事業） 
市全域 

⑥  子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 市全域 

⑦  子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 市全域 

⑧  一時預かり事業 市全域 

⑨  延長保育事業 市全域 

⑩  病児・病後児保育事業 市全域 

⑪  放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 
小学校区域 

（17区域） 

⑫  実費徴収に係る補足給付を行う事業 市全域 

⑬  多様な事業者の参入促進・能力活用事業 市全域 

⑭  子育て世帯訪問支援事業 市全域 

⑮  児童育成支援拠点事業 市全域 

⑯  親子関係形成支援事業 市全域 

⑰  妊婦等包括相談支援事業 市全域 

⑱  乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 市全域 

⑲  産後ケア事業 市全域 
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２．量の見込みについて 

（１）量の見込みの算出方法 

「量の見込み（ニーズ量）」については、令和５年 12 月から１月にかけて実施した

「子ども・子育て支援に関するアンケート調査（ニーズ調査）」の回答結果に基づき、

国が示している「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出

等のための手引き」、「市町村子ども・子育て支援事業計画等における『量の見込み』

の算出等の考え方」などに基づき算出しました。その算出方法は次のとおりです。 

 

推計児童数（人） 
 令和７年から11年までの各年における年齢別児童数を、住民基本

台帳人口を基に、コーホート変化率法により推計 
  

 

潜在家庭類型（割合） 
 父母の現在の就労状況と将来の就労希望、教育・保育の利用意向に

より、各家庭をAからFの「潜在家庭類型（※）」に分類 
  

 

利用意向率（割合） 
 

潜在家庭類型ごとに、教育・保育事業などの「利用意向率」を算出 

  
 

量の見込み（人） 
 

上記３項を掛け合わせて「量の見込み」を算出 

 

なお、国は、手引きや考え方において、地域の実情などに応じて量の見込みの算出

方法は変更可能であるとしています。本市では、算出された結果に対し、過去の実績

なども考慮した検討を加えるとともに、桐生市子ども・子育て会議での議論を踏まえ、

最終的な量の見込みを設定しています。 

 

※潜在家庭類型 

タイプ 父母の有無と就労状況 

A ひとり親家庭（父子家庭・母子家庭） 

B 共働き：フルタイムｘフルタイム 

C 共働き：フルタイムｘパートタイム（就労時間：月120時間以上＋月48～120時間の一部） 

C‘ 共働き：フルタイムｘパートタイム（就労時間：月48時間未満＋月48～120時間の一部） 

D 専業主婦（主夫）（夫婦のどちらかが働いている） 

E 
共働き：パートタイムｘパートタイム 

（就労時間：双方が月120時間以上+月48～120時間の一部） 

E‘ 
共働き：パートタイムｘパートタイム 

（就労時間：いずれかが月48時間未満＋月48～120時間の一部） 

F 無業（無職）ｘ無業（無職）（どちらも働いていない） 
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（２）推計児童数 

推計された令和７年から令和 11 年の児童数は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ṕ Ḳ Ṗ

2025 2026 2027 2028 2029

R7 R8 R9 R10 R11

0 355 346 340 333 325

1 358 363 354 348 341

2 371 368 374 365 359

3 454 382 379 385 376

4 454 457 385 382 388

5 519 460 462 390 387

6 573 529 469 471 398

7 585 575 531 471 473

8 591 589 579 535 475

9 644 588 586 576 532

10 628 642 586 584 574

11 703 632 646 590 588

12 640 704 633 647 591

13 773 643 707 636 650

14 724 773 643 707 636

8,372 8,051 7,674 7,420 7,093
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３．乳幼児期の教育・保育、地域における子育て支援 

施策目標１ 教育・保育施設の充実 

（１）幼稚園・認定こども園（１号及び２号認定、３～５歳児）【提供区域：市全域】 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度の入園児童数（１号認定）は、令和２年度から約 13％減少しており、令

和６年３月現在では 408 人となっています。市内には、公立幼稚園５園、私立認定

こども園 24 園があります。 

なお、令和７年度から、公立幼稚園２園、公立認定こども園１園、私立認定こども

園 24 園となる予定です。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ể   338 326 314 302 290 

Ễ   0 0 0 0 0 

  338 326 314 302 290 

 

  450 435 421 407 393 

  0 0 0 0 0 

  450 435 421 407 393 

- ṕ Ṗ  112 109 107 105 103 

 

（２）保育所・認定こども園（２号認定、３～５歳児）【提供区域：市全域】 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度の３歳以上の入園児童数（２号認定）は、令和２年度から約７％減少し

ており、令和６年３月現在では 1,395 人となっています。市内には、公立保育所４

園、私立保育所４園、私立認定こども園 24 園があります。 

なお、令和７年度から、公立保育所２園、私立保育所４園、公立認定こども園１園、

私立認定こども園 24 園となる予定です。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 Ễ   1,307 1,266 1,226 1,187 1,149 

   1,307 1,274 1,242 1,210 1,179 

- ṕ Ṗ  0 8 16 23 30 
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（３）保育所・認定こども園（３号認定、０～２歳児）【提供区域：市全域】 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度の３歳未満の入園児童数（３号認定）は、令和２年度から約 14％減少

しており、令和６年３月現在では 953 人となっています。市内には、公立保育所４

園、私立保育所４園、私立認定こども園 24 園があります。 

なお、令和７年度から、公立保育所２園、私立保育所４園、公立認定こども園１園、

私立認定こども園 24 園となる予定です。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

0   241 231 222 213 204 

1   340 330 320 310 300 

2   298 283 269 256 244 

  879 844 811 779 748 

 

 

0   241 236 231 227 222 

1   414 410 405 400 395 

2   362 351 341 330 321 

  1,017 997 977 957 938 

- ṕ Ṗ  138 153 166 178 190 
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施策目標２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１）利用者支援事業（０～５歳、小学生）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

子育て中の保護者や妊産婦が教育・保育施設や地域の子育て支援事業を円滑に利用

できるよう、情報収集とその提供、必要に応じた相談・助言などを行うとともに、関

係機関との連絡調整などを実施する事業で、利用者支援と地域連携を実施する「基本

型」、主として市の窓口で相談に応じる「特定型」、母子保健と児童福祉の機能を有し、

妊産婦及び乳幼児の健康の保持・増進や虐待予防などに関する包括的な支援を行う「こ

ども家庭センター型」、子育て世帯が日常的に相談でき、必要に応じ、より専門的な子

ども家庭センターにつなげる「地域子育て相談機関」があります。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、保健福祉会館内の桐生市子育て支援センター（子育て相談課）で「基

本型」を、同会館内の桐生市こども家庭センター（子育て相談課）で「こども家庭セ

ンター型」を実施しています。 

なお、「地域子育て相談機関」は、地域子育て支援拠点 11 か所（桐生市子育て支援

センター及び私立子育て支援センター10 か所）で、令和７年度から実施予定です。 

【量の見込みと確保方策】 

■基本型 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  1 1 1 1 1 

ṕ Ṗ  1 1 1 1 1 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 

 

■こども家庭センター型 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  1 1 1 1 1 

ṕ Ṗ  1 1 1 1 1 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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■地域子育て相談機関 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  11 11 11 11 11 

ṕ Ṗ  11 11 11 11 11 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業）（０～２歳）【提供区域：

市全域】 

【事業概要】 

子育て中の親の孤独感や不安感などに対応するため、乳幼児及びその保護者が相互

の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助

を行うことによって、地域の子育て支援機能の充実を図り、また、子育ての不安感な

どを緩和し、こどもの健やかな成長を支援する事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、桐生市子育て支援センター及び私立保育施設内にある地域子育て支

援センター10 か所の合計 11 か所で実施しており、年間延べ利用回数は 27,270回

（月当たり延べ利用回数は 2,272 回）でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ Ṗ 
 1,777 1,766 1,751 1,715 1,680 

 

ṕ Ṗ 

 1,777 1,766 1,751 1,715 1,680 

 11 11 11 11 11 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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（３）妊婦健康診査事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の

把握、妊娠期間中の適時に、必要に応じた医学的検査及び保健指導を実施する事業で

す。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、妊娠の届出（妊婦窓口相談を含む）があった 347 人に対し、14 回

目までの公費助成を行い、延べ受診回数は 4,013 回でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ Ṗ 

 360 346 337 324 314 

 4,022 3,876 3,767 3,626 3,517 

 

Ḳ  

 

Ḳ  

Ḳ  
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（０歳）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、育児に関する不安や悩みの相談、

子育て支援に関する情報提供、乳児及びその保護者の心身の様子及び養育環境などの

把握、支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討や関係機関との連絡調整などを

行う事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、対象児 354 人に対し、訪問実人数は 333 人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  312 304 299 292 285 

 

Ḳ  

 

Ḳ  

 

 

（５）-１ 養育支援訪問事業（妊娠期～５歳）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

出産前から継続的な支援を行うことが必要な妊婦や養育支援が特に必要な就学前の

お子さんを持つ家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言などを行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、訪問実人数は 109 人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  117 111 107 103 101 

 

Ḳ  

Ḳ  
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（５）-２ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に

資する事業）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）※の更なる機能強化を

目的として、同協議会を構成する関係機関の連携強化の推進や、研修などの充実によ

る担当職員の専門性強化を図るための事業です。 

※要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）は、児童虐待の発生予防や早期発見と

保護のため、関係機関が連携し、情報交換と支援の協議を行う場であり、全ての市町村に設置されて

います。なお、関係機関とは、市町村、児童相談所、福祉事務所、学校、幼稚園、保育所、民生児童

委員、警察、医療機関などです。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

桐生市こども家庭センターの設置により、母子保健と児童福祉の一体的な支援や関

係機関との連携強化を推進するとともに、要保護児童対策地域協議会の構成機関職員

に研修会などを開催し、より専門的な知識を深め、協議会の機能の強化を図っていま

す。 

【確保方策】 

 
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  
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（６）子育て短期支援事業（０～18 歳）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

保護者の疾病などの理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難とな

った乳幼児や児童等について、乳児院又は児童養護施設において一定期間、養育や必

要な保護を行うことにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図る事業です。本事業

には、短期入所生活援助（ショートステイ）事業※1及び夜間養護等（トワイライトス

テイ）事業※2があります。 
 

※1 短期入所生活援助（ショートステイ）事業とは、保護者が疾病などの理由により、家庭において児

童等を養育することが一時的に困難になった場合などに養育・保護する事業です。 

※2 夜間養護等（トワイライトステイ）事業とは、保護者が仕事などの理由により平日の夜間、又は、

休日に不在となり家庭において児童等を養育することが困難となった場合などに、生活の指導、食

事の提供等を行う事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、ショートステイ事業及びトワイライトステイ事業を実施しており、

年間延べ利用人数はショートステイ事業が 38 人、トワイライトステイ事業が２人で

した。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ

Ṗ 
 132 123 110 105 104 

 

ṕ

Ṗ 

  120 112 99 95 94 

  12 11 11 10 10 

  132 123 110 105 104 

-  

ṕ Ṗ 

  0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）（０～５歳、小

学生）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

乳幼児と小学生の育児などの援助を受けることを希望する者と、当該援助を行うこ

とを希望する者を会員として、両者の相互援助活動に関する連絡、調整を行うことに

より、地域における育児の相互援助活動を推進するとともに、病児・病後児の預かり、

早朝・夜間等の緊急の預かりなど多様なニーズへの対応を図ることを目的とする事業

です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、年間延べ利用人数は 1,041 人でした。主な利用方法は、「子どもの

習い事などの援助（送迎）」や「児童の登校前の預かりや送り」などです。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ Ṗ 
 1,115 1,115 1,115 1,115 1,115 

 

ṕ

Ṗ 

0Ṍ5   195 195 195 195 195 

  910 910 910 910 910 

 
 10 10 10 10 10 

  1,115 1,115 1,115 1,115 1,115 

-  

ṕ Ṗ 

0Ṍ5   0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 

 
 0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 
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（８）一時預かり事業（０～５歳）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

家庭において保育等を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主とし

て昼間において、保育所、幼稚園、認定こども園、地域子育て支援センターその他の

場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

■一時預かり事業（幼稚園型） 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、幼稚園と認定こども園（教育部分）で実施している一時預かり事業

の年間延べ利用人数は 30,634 人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ

Ṗ 

ể   24,724 23,295 22,363 21,370 20,971 

Ễ   0 0 0 0 0 

   24,724 23,295 22,363 21,370 20,971 

ṕ Ṗ  24,724 23,295 22,363 21,370 20,971 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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■一時預かり事業（幼稚園型を除く）、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業（０～５歳））、子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、保育所と認定こども園（保育部分）で実施している一時預かり事業

の年間延べ利用人数は 1,283 人、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業）における０歳～５歳の年間延べ利用人数は 100 人、子育て短期支援

事業（トワイライトステイ）の年間延べ利用人数は２人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ Ṗ 
 1,463 1,394 1,353 1,307 1,293 

 

ṕ

Ṗ 

 

ṕ Ṗ 
 1,256 1,188 1,147 1,102 1,088 

ṕ0Ṍ5 Ṗ 
 195 195 195 195 195 

 

ṕ Ṗ 
 12 11 11 10 10 

  1,463 1,394 1,353 1,307 1,293 

-  

ṕ Ṗ 

 

ṕ Ṗ 
 0 0 0 0 0 

ṕ0Ṍ5 Ṗ 
 0 0 0 0 0 

 

ṕ Ṗ 
 0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 
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（９）延長保育事業（０～５歳）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間外において、保育所や認定こど

も園（保育部分）において保育を実施する事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、公立保育所全４園、私立保育所全４園、私立認定こども園（保育部

分）全 24 園で実施しており、年間実利用人数は 934 人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  934 883 852 819 808 

ṕ Ṗ 
 934 883 852 819 808 

 31 30 30 30 30 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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（10）病児・病後児保育事業（０～５歳、小学生）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

病気や病気回復期の乳幼児や児童で、保護者に就労などの理由があり、家庭で保育

できない場合に、病院や保育所などに付設された専用スペース等において、看護師な

どが一時的に保育等する事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、病気中の乳幼児を対象にした病児対応型事業を１か所、病気回復期

の乳幼児を対象にした病後児対応型事業を１か所、体調不良児対応型事業を私立保育

所・認定こども園 12 か所で実施しており、年間延べ利用人数は 3,629 人（病児対

応型事業 172 人、体調不良児対応型事業 3,457 人）でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

ṕ Ṗ 
 3,629 3,434 3,315 3,184 3,145 

 

 

ṕ

Ṗ 

  3,619 3,424 3,305 3,174 3,135 

   1 1 1 1 1 

   1 1 1 1 1 

   12 12 12 12 12 

 

ṕ

Ṗṕ

Ṗ 

 10 10 10 10 10 

  3,629 3,434 3,315 3,184 3,145 

-

ṕ

Ṗ 

  0 0 0 0 0 

 

ṕ

Ṗṕ

Ṗ 

 0 0 0 0 0 

  0 0 0 0 0 

 

  



 

94 

（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）及び放課後子供教室の整備 

（小学生）【提供区域：小学校区域】 

【事業概要】 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）は、保護者が労働などのため、昼間

家庭にいない小学校に就学している児童を対象に、放課後等に小学校の余裕教室など

を利用して、適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全育成を図る事業です。 

放課後子供教室は、地域住民などの参画を得て、放課後等に全ての児童を対象とし

て学習や体験・交流活動などを行う事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

放課後児童健全育成事業は、市内の全市立小学校・義務教育学校（17 校）に開設し

ており、令和５年度の年間平均利用児童数（国が示している利用児童数の算出方法に

基づく）は 1,216 人でした。なお、入所を希望する１年生から６年生までの全ての児

童の受け入れを行っています。 

放課後子供教室は、令和５年度に３教室を新設し、市内の全市立小学校・義務教育

学校（17 校）で実施しました。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  1,224 1,182 1,136 1,068 996 

ṕ Ṗ ể   337 306 278 267 223 

Ễ   294 303 274 246 237 

ễ   240 237 257 232 210 

Ệ   180 162 163 169 159 

ệ   111 115 104 100 110 

Ỉ   62 59 60 54 57 

ṕ Ṗ 

ṕ Ṗ 
 1,985 2,061 2,061 2,061 2,061 

 

ṕ Ṗ 

ṕ17 Ṗ 

 17 17 17 17 17 

- ṕ Ṗ  761 879 925 993 1,065 

 

※量の見込み（人）は、各クラブにおける年間平均利用児童数（国が示している利用児童数の算出方法に

基づく）の合計を表記しています。また、確保方策（人）は、各クラブにおける利用定員（各クラブの

専用面積÷児童一人当たりの専用面積（1.65㎡）で算出）の合計を表記しています。 
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■各小学校区域 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

 

  64 62 57 53 49 

  120 120 120 120 120 

- ṕ Ṗ  56 58 63 67 71 

 

 

  48 47 40 41 36 

  93 93 93 93 93 

- ṕ Ṗ  45 46 53 52 57 

 

 

  111 111 113 110 96 

  117 156 156 156 156 

- ṕ Ṗ  6 45 43 46 60 

 

 

  129 132 126 115 116 

  213 213 213 213 213 

- ṕ Ṗ  84 81 87 98 97 

 

 

  66 69 63 58 53 

  118 118 118 118 118 

- ṕ Ṗ  52 49 55 60 65 

 

 

  109 105 103 96 94 

  154 154 154 154 154 

- ṕ Ṗ  45 49 51 58 60 

 

 

  135 130 135 132 131 

  163 202 202 202 202 

- ṕ Ṗ  28 72 67 70 71 

 

 

  60 56 50 49 43 

  72 72 72 72 72 

- ṕ Ṗ  12 16 22 23 29 

 

 

  60 64 65 58 54 

  87 87 87 87 87 

- ṕ Ṗ  27 23 22 29 33 

 

 

  46 38 36 33 29 

  132 132 132 132 132 

- ṕ Ṗ  86 94 96 99 103 

 

 

  89 85 78 80 66 

  202 202 202 202 202 

- ṕ Ṗ  113 117 124 122 136 

 

 

  31 33 31 31 30 

  105 105 105 105 105 

- ṕ Ṗ  74 72 74 74 75 

 

 

  22 21 17 11 15 

  52 52 52 52 52 

- ṕ Ṗ  30 31 35 41 37 

 

 

  137 131 121 111 96 

  165 163 163 163 163 

- ṕ Ṗ  28 32 42 52 67 
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7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

 

 

 

  81 76 76 76 65 

  134 134 134 134 134 

- ṕ Ṗ  53 58 58 58 69 

 

 

  21 16 12 11 12 

  37 37 37 37 37 

- ṕ Ṗ  16 21 25 26 25 

 

 

  15 6 13 3 11 

  21 21 21 21 21 

- ṕ Ṗ  6 15 8 18 10 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況などを勘案して、特定子ども・子育て支援施設等に対して、

保護者が支払うべき副食費などを助成する事業です。本事業には、教育・保育給付認

定保護者に対する日用品・文房具などに要する費用の補助と施設等利用給付認定保護

者に対する副食費に要する費用の補助があります。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

子ども・子育て支援新制度未移行幼稚園に通う子どもに対する副食費の補助を実施

しています。なお、副食費に要する費用の補助事業では、低所得等世帯と所得階層に

かかわらず第３子以降の世帯に対して補助を行い、令和５年度の補助対象者は３人で

した。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  ễ 3 3 3 3 
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（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

多様な事業者の新規参入を支援するほか、特別な支援が必要な子どもを受け入れる

認定こども園の設置者に対して、必要な費用の一部を補助する事業です。 

【市の現状】 

本市においては、必要に応じて事業の実施について検討を行います。 

 

 

（14）子育て世帯訪問支援事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦など（支援を要するヤングケア

ラーを含む）を対象として、訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関す

る援助などを行う事業です。 

【市の現状】 

本事業は、令和６年度開始の新規事業です。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  240 240 240 240 240 

ṕ Ṗ  240 240 240 240 240 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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（15）児童育成支援拠点事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

養育環境などの課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を

対象として、居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保

護者への相談などを行う事業です。 

【市の現状】 

本市においては、必要に応じて事業の実施について検討を行います。 

なお、現状では、他のサービス（子ども食堂や放課後等デイサービスなど）を利用

し、児童の居場所を確保するとともに、児童とその家庭が抱える不安や課題に応じて

相談・支援を提供し、虐待リスクなどの軽減を図っています。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  69 69 69 69 69 

ṕ Ṗ  Ṩ Ṩ Ṩ Ṩ Ṩ 

- ṕ Ṗ  Ṩ Ṩ Ṩ Ṩ Ṩ 

ẑ  

 

 

（16）親子関係形成支援事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

要支援児童、要保護児童及びその保護者などを対象として、親子間の適切な関係性

が構築されるよう、こどもの発達の状況などに応じた支援を行う事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、ペアレントトレーニングを２コース実施し、６人が参加しました。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  10 10 10 10 10 

ṕ Ṗ  10 10 10 10 10 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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（17）妊婦等包括相談支援事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

妊婦及びその配偶者などに対して、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継

続的な情報発信などを行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の推進を図

る事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、妊娠の届出があった 315 人に対し、１組当たり３回面談を行い、

面談実施合計回数は 945 回でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  1,080 1,038 1,011 972 942 

ṕ

Ṗ 

  1,080 1,038 1,011 972 942 

  0 0 0 0 0 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 

ẑ = ú1 3  
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（18）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全て

の子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を

強化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月に一定時間までの利用可能枠の

中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる事業です。 

なお、事業の実施にあたっては、地域の教育・保育施設と連携し、乳児等通園支援

事業の利用終了後の受入れ枠の確保に努めるほか、乳児等通園支援事業者と教育・保

育施設との間で情報を共有することができる体制を整備します。また、幼稚園におけ

る満３歳児クラスの活用を促進し、乳児等通園支援事業の利用から教育・保育施設の

利用への円滑な移行を支援します。 

【市の現状】 

本事業は、令和８年度開始の新規事業です。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

Ể

 

ṕ Ṗ  84 72 72 60 60 

ṕ Ṗ  Ṩ 72 72 60 60 

- ṕ Ṗ  Ṩ 0 0 0 0 

ể

 

ṕ Ṗ  60 48 48 48 48 

ṕ Ṗ  Ṩ 48 48 48 48 

- ṕ Ṗ  Ṩ 0 0 0 0 

Ễ
 

ṕ Ṗ  60 60 48 48 48 

ṕ Ṗ  Ṩ 60 48 48 48 

- ṕ Ṗ  Ṩ 0 0 0 0 
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（19）産後ケア事業【提供区域：市全域】 

【事業概要】 

退院直後の母子に対して、心身のケアや育児のサポートなど、きめ細かな支援を行

い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う事業です。 

【市の現状（令和５年度の状況）】 

令和５年度は、延べ利用人数は 92 人でした。 

【量の見込みと確保方策】 

  
 

7  

 

8  

 

9  

 

10  

 

11  

ṕ Ṗ  196 191 188 184 179 

ṕ Ṗ  196 191 188 184 179 

- ṕ Ṗ  0 0 0 0 0 
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第６章 計画の推進に向けて 

１．計画の推進体制 

子育ては父母その他の保護者が第一義的責任を有することを基本的な前提としつつ、

家庭、行政、地域、教育・保育施設や関連機関、企業などが密接に連携し、それぞれが

適切に役割と責任を果たすことが重要です。 

具体的に施策を実施するに当たっては、本市の関係各課が密に連携を図りながら、計

画に盛り込まれた様々な子育て施策をわかりやすくお知らせするとともに、こどもを取

り巻く社会情勢の急速な変化にも柔軟に対応した事業の推進並びに新たな課題への取

組を行っていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ṕ Ṗ
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２．点検・評価 

計画の推進に当たっては、計画に基づく施策の実施状況を毎年把握・点検し、その結果を

その後の対策の実施や計画の見直しに反映させていくことが必要です。そのため、本計画

では、以下に示すPDCA サイクルによって、計画の進行状況を点検・評価し、効率的な施

策の推進を図ります。 

サイクルの始まりである計画策定（P：Plan）に続く推進（Ｄ：Do）においては、子

育ての当事者と、子育てに関わる地域や関係団体、事業者等と行政が協働して各種の取組を展開

します。その後、評価（Ｃ：Check）のステップでは、担当課が中心となり、推進状況を点検・

評価し、桐生市子ども・子育て会議において報告するとともに、市ホームページなどを活用し、市

民への公表も行います。成果が十分でなかった取組については、改善（Ａ：Action）を図り、再

び計画策定（P：Plan）へとつなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Action )

ṕDoṖ

ṕCheck Ṗ

(Plan)

PDCA
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資料編 

１．桐生市子ども・子育て会議条例 

 

平成 25年 9月 26日 桐生市条例第 32号 

改正  令和 2年 3月 17日条例第１号  

令和 5年 3月 24日条例第 12号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 72条

第１項の規定に基づき、桐生市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第 72条第１項各号に掲げる事務を処理するものとす

る。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、17人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうち

から市長が委嘱する。 

（１） 子どもの保護者 

（２） 事業主を代表する者 

（３） 労働者を代表する者 

（４） 子ども・子育て支援事業に従事する者 

（５） 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（６） 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを

定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 
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（関係者の出席等） 

第７条 子ども・子育て会議は、審議のため必要があると認めるときは、関係者に対し、

出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、子どもすこやか部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、会長

が子ども・子育て会議に諮って定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（令和 2年 3月 17日条例第１号）抄 

（施行期日） 

1 この条例は、令和 2年 4月１日から施行する。 

 

附 則（令和 5年 3月 24日条例第 12号） 

この条例は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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２．桐生市子ども・子育て会議委員名簿 

 

（敬称略） 

      

ể 

 

  PTA  

Ễ     

ễ  Ṅ  ṕ Ṗ 

Ệ     

ệ     

Ỉ    

ỉ     

Ị     

ị 

 

 

   

10 ◎    

11 ○    

12   
ṕ Ṗ 

 

13     

14 

 

 

   

15   
 

ṕ Ṗ 

16    

17    

◎：会長 ○：副会長  ※第３期計画の策定に携わっていただいた委員を掲載しています。 
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３．第３期桐生市子ども・子育て支援事業計画の策定経過 

 

    

ệ 12 Ệ  

Ṍ Ỉ ể ị  

ṕ ễ Ṗ ṕ Ṗ  

 

ẑ ṕỂ Ṍệ Ṗ 1,400

ṕể Ṍễ Ṗ 600  

Ỉ ỉ 22  

Ỉ  ể  

ệ  

ṕ ễ Ṗ  

10 ể  
Ỉ  Ễ  

ễ  

11 11  
Ỉ  ễ  

ễ  

11 28  

Ṍ12 27  

ễ ṕ Ṗ  

ṕ Ṗ  

ỉ ể 29  
Ỉ  Ệ  

ễ  

ễ  ễ  
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４．第３期桐生市子ども・子育て支援事業計画（案）の意見提出 

手続（パブリックコメント） 

 

    

 Ỉ 11 28 ṕ ṖṌ Ỉ 12 27 ṕ Ṗ 

 Ể  

 Ể  

 

  

 Ḳ 0277 ² 47 ² 1150 

 FAXḲ  0277 ² 47 ² 1151 

 E-MailḲ kosodate@city.kiryu.lg.jp 
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